
 

 

                          

１．方向性 

 本年度から新たに創設された本交付金は、保険者機能の強化に向けて、高齢者の自立支援・重度化防止等に
関する様々な取組の達成状況に関する評価指標を設定した上で国が交付するものであるが、各地方自治体におい
ても、本交付金の交付事務を通じて自己評価を行うことにより、取組状況が把握されたところである。 
 一方で、本年度は初回であったこともあり、内示時期が遅くなったため、都道府県、市町村において保険者機能強
化推進交付金を活用した事業を実施しづらかったことから、2019年度は内示時期を早める必要がある。 
 そのために、2019年度の評価指標を早急に発出するので、自治体における自己評価についても極力速やかに実
施していただくよう、ご協力をお願いしたい。 
 また、評価指標については、事業スタート間もないことを踏まえ、第７期計画期間内での抜本的見直しは行わず、 
最低限の見直しとすることとする。 

２．指標見直しの主な内容 

 計画策定に係る指標について、PDCAとして2年目に実施すべき項目に変更 
 アウトカム指標の配点の拡充、精緻化     など                               

３．スケジュール 
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2019年度保険者機能強化推進交付金の方向性について 

都道府県・市町村における自己評価 
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